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１ 見直しの概要 

  本市においては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
．．

等の規定に基づき、障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準
．．

等（以下「基準省令」とい

う。）に準じ、長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例
．．

等（以下「基準条例」という。）

を制定しているが、それらの内容は、基本的に基準省令と同じ内容を基準条例で規定（２度打ち）している。 

  基準条例においては、基準省令で定める基準のほか、本市独自の基準（『暴力団員等の排除』に係る基準など）を加えており、条文

数も多いことから、基準条例を見ても、どの部分が『基準省令と同じ内容の基準』で、どの部分が『本市独自の基準』であるのか非常

に分かりにくいものとなっている。 

  また、基準条例の制定及び改正に係る職員の事務量は、特に制度に大きな変更があった場合、相当の事務の負担が生じている。 

  ついては、現在の基準条例の規定形式を見直し、基準省令に定める基準に準拠する形式に変更することで、市独自基準の明確化及び

基準条例の改正に係る事務処理の効率化を図ろうとするもの（次ページ「基準条例見直しのイメージ」参照）。 

 

  

  

法律 

政令 

基準省令等 
（省令等） 

障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支
援するための法律等 

障害者の日常生活及び社
会生活を総合的に支援す
るための法律施行令等 

障害者の日常生活及び社会生活を総合
的に支援するための法律に基づく指定
障害福祉サービスの事業等の人員、設
備及び運営に関する基準 

国
が
定
め
る 地方公共団体が定める 

基準条例 
（条例） 

地方公共団体が省令等の規定に基づき、条例で規定している 

基準省令と基準条例の関係 

長崎市指定障害福祉サービスの事
業等の人員、設備及び運営に関す
る基準等を定める条例等 
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  （現行）                           （変更後） 

 

 

 

                                

 

 

 

 

  

 
 
【基準省令に定める基準に準拠する形式について】 
  現在は、基準省令と同じ内容であっても、条文を基準条例で規定している。 

  そこで、本市の指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を省令に定める基準に準拠する形式に変更する

ことで、次の条文構成で足りることとなる。 

  ① 本市の指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等は、原則として当該基準省令で定められた基準どお

りとする旨を規定する。 

  ② ①以外で、本市として独自の基準を定める項目（『暴力団員等の排除』に係る基準など）については、具体的に条文で規定する。 

 

  ＜一例＞ 
  ・ 長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２５年長崎市条例第４号） 

  現在の条例の規定形式では、２１２条（枝番を含めると２５０条超）で構成されているものが、変更後は、７条で足りる。 

条例事項 省令事項 省令事項 

規定の重複が解消 

条例事項 

基準条例見直しのイメージ 

市
の
独
自
基
準 

市
の
独
自
基
準 

国が示す省令の基準 

国
が
示
す
省
令
の
基
準 

規定が重複 

市が条例で定める基準
（省令の基準と同様）  ≒ 

(２度打ち) 
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２ 見直し対象の例規について 

 ⑴ 部局別の条例数（内訳） 

№ 部局名 所管課 例規名称 基準省令 基準条例の 
条文数 

1 

福祉部 

福祉総務課 長崎市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 
養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和 41 年厚生
省令第 19 号） 

33 条 

2 福祉総務課 長崎市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 
特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成 11 年
厚生省令第 46 号） 

54 条 

3 福祉総務課 長崎市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 
軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成 20 年厚生
労働省令第 107 号） 

36 条 

4 福祉総務課 
長崎市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を
定める条例 

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平
成 11 年厚生省令第 39 号） 

57 条 

5 福祉総務課 
長崎市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基
準を定める条例 

介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基
準（平成 11 年厚生省令第 40 号） 

56 条 

6 福祉総務課 
長崎市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を
定める条例 

指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準
（平成 11 年厚生省令第 41 号） 

57 条 

7 福祉総務課 
長崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等
を定める条例 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準
(平成 11 年厚生省令第 37 号) 

278 条 

8 福祉総務課 
長崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定
める条例 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平
成 11 年厚生省令第 38 号） 

36 条 

9 福祉総務課 
長崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基
準等を定める条例 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基
準（平成 18 年厚生労働省令第 34 号） 

206 条 

10 福祉総務課 
長崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指
定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関
する基準等を定める条例 

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指
定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方
法に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 35 号） 

268 条 

11 福祉総務課 
長崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営
並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的
な支援の方法に関する基準等を定める条例 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営
並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための
効果的な支援の方法に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第
36 号） 

93 条 
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№ 部局名 所管課 例規名称 基準省令 基準条例の 
条文数 

12 福祉総務課 
長崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予
防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を
定める条例 

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予
防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する
基準（平成 18 年厚生労働省令第 37 号） 

38 条 

13 福祉総務課 
長崎市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定
める条例 

介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平
成 30 年厚生労働省令第 5 号） 

57 条 

14 福祉総務課 長崎市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例 
無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準（令和元年厚生
労働省令第 34 号） 

35 条 

15 福祉総務課 長崎市保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 
救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び
運営に関する基準（昭和 41 年厚生省令第 18 号） 

41 条 

16 障害福祉課 長崎市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準(平成
18 年厚生労働省令第 174 号） 

92 条 

17 障害福祉課 
長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基
準等を定める条例 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に
関する基準(平成 18 年厚生労働省令第 171 号） 

212 条 

18 障害福祉課 長崎市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
に基づく障害者支援施設の設備及び運営に関する基準(平成 18
年厚生労働省令第 177 号） 

48 条 

19 障害福祉課 長崎市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定
める条例 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する
基準(平成 18 年厚生労働省令第 172 号） 

64 条 

20 障害福祉課 
長崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を
定める条例 

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運
営に関する基準(平成 24 年厚生労働省令第 15 号） 

109 条 

21 障害福祉課 長崎市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
に基づく福祉ホームの設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚
生労働省令第 176 号） 

21 条 

22 障害福祉課 長崎市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準（平
成 18 年厚生労働省令第 175 号） 

23 条 

23 
高齢者すこ
やか支援課 

長崎市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例 介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号） 6 条 
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№ 部局名 所管課 例規名称 基準省令 基準条例の 
条文数 

24 
こども部 

こども政策課 長崎市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生労
働省令第 63 号） 

44 条 

25 幼児課 
長崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基
準を定める条例 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ど
も・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成 26 年内閣府
令第 39 号） 

55 条 

26 幼児課 
長崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関
する基準を定める条例 

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関
する基準（内閣府／文部科学省／厚生労働省令第 1 号） 

20 条 

27 幼児課 
長崎市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定め
る条例 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関
する法律第３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣総理大
臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運
営に関する基準（平成 26 年内閣府・文部科学省・厚生労働省
告示第２号） 

12 条 

28 幼児課 長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 
家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚
生労働省令第 61 号） 

52 条 

29 こどもみらい課 
長崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める
条例 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成
26 年厚生労働省令第 63 号） 

24 条 

30 市民生活部 
人権男女共
同参画室 

長崎市婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 
婦人保護施設の設備及び運営に関する基準（平成 14 年厚生労
働省令第 49 号） 

20 条 

 

 ⑵ 施行期日 

   公布の日 
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３ 長崎市の独自基準について 

   本市で基準条例に独自の基準として規定しているものは、次のとおり 

 ⑴  全ての条例で共通して規定している独自基準  

   ・ 「暴力団員等の排除」に係る基準 

    ⇒ 本市においては、各事業所の管理者等は、暴力団員等※であってはならず、当該事業者は、暴力団又は暴力団員等に利益が無

いように義務付けている。 

    ※ 暴力団員等とは…長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者をいう。 

 

 ⑵  条例別に規定している独自基準  ※各部局の主なもの 

   ・ 福祉部所管の条例 

条例名 本市の独自基準 本市の独自基準の内容 現在の条文 

長崎市指定障害福祉サー
ビスの事業等の人員、設
備及び運営に関する基準
等を定める条例 

職場への定着の
ための支援等の
実施 

指定就労定着支援事業者に対し、次の区分に応じた支援を提供する
よう義務付けている。 
① 就労定着支援の提供を開始した日から１月以内…次のいずれか 
 ・ １回以上、当該利用者に対して対面又はテレビ電話装置等を

用いて行い、１回以上、当該利用者に対して電話等を行うよう
努めること。 

・ １回以上、当該利用者を雇用した通常の事業所の事業主を訪
問することにより当該利用者の職場での状況を把握するよう努
め、１回以上、当該事業主に対し電話等により当該利用者の職
場での状況を把握するよう努めること。 

② ①以外の期間…１月に１回以上、利用者に対して対面又はテレ
ビ電話装置等用いて行い、１月に１回以上、当該利用者を雇用し
た通常の事業所の事業主を訪問することにより当該利用者の職場
での状況を把握するよう努めること。 

第 194 条の 8 
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   ・ こども部所管の条例 

条例名 本市の独自基準 本市の独自基準の内容 現在の条文 

長崎市家庭的保育事業
等の設備及び運営に関
する基準を定める条例 

利用乳幼児及び
職員の健康診断
に係る基準 

家庭的保育事業等の職員のうち、調理する者に対しては、毎月１回
以上の検便を行うよう義務付けている。 

第 18 条第 4 項 

職員に係る基準 

次の場所には、嘱託歯科医を配置するよう努めることを義務付けて
いる。 
・ 家庭的保育事業を行う場所 
・ 小規模保育事業所Ａ型、Ｂ型、C 型 
・ 保育所型事業所内保育事業所 
・ 小規模型事業所内保育事業所 

第 24 条第 2 項、第 31 条
第 2 項、第 33 条第 2 項、
第 36 条第 2 項、第 46 条
第 2 項及び第 49 条第 2 項 

保護者への説明
等に係る基準 

家庭的保育事業者は、保育する乳幼児の保護者に対し、当該家庭的
保育事業者の保育方針について説明するよう義務付けている。 

第 27 条第 1 項 

 

   ・ 市民生活部所管の条例 

条例名 本市の独自基準 本市の独自基準の内容 現在の条文 

長崎市婦人保護施設の
設備及び運営に関する
基準を定める条例 

基本方針に係る
基準 

婦人保護施設は、入所者の人権に十分配慮し、一人一人の人格を尊
重して、その運営を行わなければならないよう義務付けている。 第 2 条第 2 項 

職員に係る基準 婦人保護施設は、職員に対し、資質の向上のための研修の機会を確
保するよう義務付けている。 第 8 条第 3 項 

秘密保持等に係
る基準 

婦人保護施設に対し、次の２点を義務付けている。 
① 婦人保護施設の職員は、正当な理由なく、業務で知り得た入所

者又はその家族の秘密を漏らしてはならないこと。 
② 婦人保護施設は、職員であった者が、正当な理由なく、業務で

知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要
な措置を講じること。 

第 10 条 
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４ 基準条例の規定形式を見直した場合の条文数 ※各部局の主なもの 

  ・ 福祉部所管の条例 

条 例 名 
条 文 数 

現 行  改正後 
長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、
設備及び運営に関する基準等を定める条例 

212 条  ７条 

   

  ・ こども部所管の条例 

条 例 名 
条 文 数 

現 行  改正後 
長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関
する基準を定める条例 

52 条  9 条 

 

   ・ 市民生活部所管の条例 

条 例 名 
条 文 数 

現 行  改正後 
長崎市婦人保護施設の設備及び運営に関する
基準を定める条例 

20 条  7 条 

 

   ※ いずれの条例も、現時点における条文数の比較である。
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５ 今後のスケジュール 

  ・ 令和５年６月 所管事項調査 

  ・   同年９月 議会へ改正議案を提出 

  ・ 随    時 基準省令が改正（軽微なものを除く。）されたときは、その改正の内容について、議会へ所管事項調査等により説

明 

 

６ 他都市の状況について【令和５年６月時点】 

同規模の中核市の状況 内            訳 

① 本市が今回見直そうとする規定形式を既に用いている市 ６市 ／ １４市 
柏市、豊田市、東大阪市、尼崎市、高松市、
宮崎市 

② 現行の本市と同じ規定形式（２度打ち）を用いている市 ８市 ／ １４市 
富山市、西宮市、倉敷市、大分市、金沢市、
岐阜市、豊中市、福山市 

※ ②のうち、①の導入を検討している市 ２市 ／  ８市 豊中市、福山市 

 

７ 比較表【改正案・現行】 

条 例 名 ページ 

長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例・・・・・・・ P１１〜P１８ 
長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例・・・・・・・・・・・・・・・・・ P１９〜P２１ 
長崎市婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P２２〜P２３ 
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「別紙１」 

長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第３０条第１項第２

号イ、第３６条第３項第１号、第４１条の２第１項第１号及び第２号並びに第

４３条第１項及び第２項の規定に基づき、本市における指定障害福祉サービス

事業者の指定に係る申請者の要件並びに人員、設備及び運営に関する基準を定

めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「省

令」という。）の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）第30条第１項第２号イ、

第36条第３項第１号、第41条の２第１項第１号及び第２号並びに第43条第１項

及び第２項の規定に基づき、本市における指定障害福祉サービス事業者の指定

に係る申請者の要件並びに人員、設備及び運営に関する基準を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法の定める

ところによる。 

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 利用者 障害福祉サービスを利用する障害者及び障害児をいう。 

(2) 支給決定 法第19条第１項に規定する支給決定をいう。 

(3) 支給決定障害者等 法第５条第23項に規定する支給決定障害者等をい

う。 

(4) 支給量 法第22条第７項に規定する支給量をいう。 

(5) 受給者証 法第22条第８項に規定する受給者証をいう。 

(6) 支給決定の有効期間 法第23条に規定する支給決定の有効期間をいう。 

(7) 指定障害福祉サービス事業者 法第29条第１項に規定する指定障害福祉

サービス事業者をいう。 

(8) 指定障害福祉サービス事業者等 法第29条第２項に規定する指定障害福
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「別紙１」 

長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

祉サービス事業者等をいう。 

(9) 指定障害福祉サービス 法第29条第１項に規定する指定障害福祉サービ

スをいう。 

(10) 指定障害福祉サービス等 法第29条第１項に規定する指定障害福祉サ

ービス等をいう。 

(11) 指定障害福祉サービス等費用基準額 指定障害福祉サービス等につき

法第29条第３項に規定する主務大臣が定める基準により算定した費用の額

（その額が現に当該指定障害福祉サービス等に要した費用（特定費用（同条

第１項に規定する特定費用をいう。以下同じ。）を除く。）の額を超えると

きは、当該現に指定障害福祉サービス等に要した費用の額）をいう。 

(12) 利用者負担額 指定障害福祉サービス等費用基準額から当該指定障害

福祉サービス等につき支給された介護給付費又は訓練等給付費の額を控除

した額及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

施行令（平成18年政令第10号。以下「政令」という。）第42条の２によつて

読み替えられた法第58条第３項第１号に規定する指定療養介護医療（以下

「指定療養介護医療」という。）につき健康保険の療養に要する費用の額の

算定方法の例により算定した額又は法第70条第２項において準用する法第

58条第４項に規定する主務大臣の定めるところにより算定した額から当該

指定療養介護医療につき支給すべき療養介護医療費を控除した額の合計額

をいう。 

(13) 法定代理受領 法第29条第４項の規定により支給決定障害者等が指定

障害福祉サービス事業者に支払うべき指定障害福祉サービスに要した費用
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「別紙１」 

長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特定費用を除く。）について、介護給付費又は訓練等給付費として当該支

給決定障害者等に支給すべき額又は法第70条第２項において準用する法第

58条第５項の規定により支給決定障害者（法第19条第１項の規定により支給

決定を受けた障害者をいう。以下同じ。）が指定障害福祉サービス事業者に

支払うべき指定療養介護医療に要した費用について、療養介護医療費として

当該支給決定障害者に支給すべき額の限度において、当該支給決定障害者等

に代わり、当該指定障害福祉サービス事業者に支払われることをいう。 

(14) 基準該当障害福祉サービス 法第30条第１項第２号に規定する基準該

当障害福祉サービスをいう。 

(15) 共生型障害福祉サービス 法第41条の２第１項の申請に係る法第29条

第１項の指定を受けた者による指定障害福祉サービスをいう。 

(16) 常勤換算方法 事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において

常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の従業者

の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

(17) 多機能型 第79条に規定する指定生活介護の事業、第142条に規定する

指定自立訓練（機能訓練）の事業、第152条に規定する指定自立訓練（生活

訓練）の事業、第162条に規定する指定就労移行支援の事業、第173条に規定

する指定就労継続支援A型の事業及び第186条に規定する指定就労継続支援B

型の事業並びに長崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する

基準等を定める条例（令和元年長崎市条例第80号。以下「指定通所支援基準

条例」という。）第５条に規定する指定児童発達支援の事業、指定通所支援

基準条例第69条に規定する指定医療型児童発達支援の事業、指定通所支援基
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「別紙１」 

長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

 

 

 

 

 

 

 （申請者の要件） 

第３条 法第３６条第３項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市暴力団排除

条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力

団関係者（以下「暴力団員等」という。）でない法人とする。ただし、療養介

護に係る指定又は短期入所（病院又は診療所により行われるものに限る。）に

係る指定の申請にあっては、当該法人及び法人でない者であって暴力団員等で

ないものとする。 

 （指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準） 

第４条 次条及び第６条に定めるもののほか、指定障害福祉サービスの事業等の

人員、設備及び運営に関する基準は、省令に定める基準（省令第２０６条の８

第２項に規定する基準を除き、省令の改正に際し定められた経過措置に規定す

る基準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

省令第９３

条の５ 

第９３条 第８４条、第９１条及び第９３条 

準条例第80条に規定する指定放課後等デイサービスの事業、指定通所支援基

準条例第92条に規定する指定居宅訪問型児童発達支援の事業及び指定通所

支援基準条例第100条に規定する指定保育所等訪問支援の事業のうち２以上

の事業を一体的に行うこと（指定通所支援基準条例に規定する事業のみを行

う場合を除く。）をいう。 

第３条 ［略］ 

 （申請者の要件） 

第４条 法第36条第３項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市暴力団排除条

例（平成24年長崎市条例第59号）第12条に規定する暴力団員又は暴力団関係者

（以下この条及び第43条の２において「暴力団員等」という。）でない法人と

する。ただし、療養介護に係る指定又は短期入所（病院又は診療所により行わ

れるものに限る。）に係る指定の申請にあつては、当該法人及び法人でない者

であつて暴力団員等でないものとする。 
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「別紙１」 

長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

省令第１６

２条の４ 

第９２条まで 第９０条まで、第９２条 

第１６２条 第１６１条及び第１６２条 

省令第２１０

条第１項 

ならない ならない。ただし、市長が特に必要がある

と認めるときは、指定共同生活援助に係る

共同生活住居は、当該地域にあり、かつ、

入所施設又は病院の敷地内にある独立し

た建物とすることができる 

省令第２１３

条の６第１項 

ならない ならない。ただし、市長が特に必要がある

と認めるときは、日中サービス支援型指定

共同生活援助に係る共同生活住居は、当該

地域にあり、かつ、入所施設又は病院の敷

地内にある独立した建物とすることがで

きる 

 

 （暴力団員等の排除） 

第５条 指定居宅介護事業所の管理者は、暴力団員等であってはならない。 

２ 指定居宅介護事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力

団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる事業について準用する。 

 ⑴ 重度訪問介護に係る指定障害福祉サービスの事業 

 ⑵ 同行援護及び行動援護に係る指定障害福祉サービスの事業 

 ⑶ 共生型居宅介護及び共生型重度訪問介護の事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５条～第43条 ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第43条の２ 指定居宅介護事業所の管理者は、暴力団員等であつてはならない。 

２ 指定居宅介護事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力

団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 
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「別紙１」 

長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

 ⑷ 基準該当居宅介護の事業 

 ⑸ 指定療養介護の事業 

 ⑹ 指定生活介護の事業 

 ⑺ 共生型生活介護の事業 

 ⑻ 基準該当生活介護の事業 

 ⑼ 指定短期入所の事業 

 ⑽ 共生型短期入所の事業 

 ⑾ 基準該当短期入所の事業 

 ⑿ 指定重度障害者等包括支援の事業 

 ⒀ 指定自立訓練（機能訓練）の事業 

 ⒁ 共生型自立訓練（機能訓練）の事業 

 ⒂ 基準該当自立訓練（機能訓練）の事業 

 ⒃ 指定自立訓練（生活訓練）の事業 

 ⒄ 共生型自立訓練（生活訓練）の事業 

 ⒅ 基準該当自立訓練（生活訓練）の事業 

 ⒆ 指定就労移行支援の事業 

 ⒇ 指定就労継続支援Ａ型の事業 

 (21) 指定就労継続支援Ｂ型の事業 

 (22) 基準該当就労継続支援Ｂ型の事業 

 (23) 指定就労定着支援の事業 

 (24) 指定自立生活援助の事業 

 (25) 指定共同生活援助の事業 
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「別紙１」 

長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

 (26) 日中サービス支援型指定共同生活援助の事業 

 (27) 外部サービス利用型指定共同生活援助の事業 

 (28) 特定基準該当障害福祉サービスの事業 

 

 （職場への定着のための支援等の実施） 

 

第６条 指定就労定着支援事業者は、利用者に対して、次の各号に定める期間の

区分に応じ、当該各号に定めるところにより、省令第２０６条の８第１項の支

援を提供しなければならない。 

 (1) 就労定着支援の提供を開始した日から１月以内 次のとおりとする。 

  ア １回以上、当該利用者に対して対面又はテレビ電話装置等を用いる方法

その他の対面に相当する方法により行うとともに、１回以上、当該利用者

に対して電話等により行うよう努めること。 

  イ １回以上、当該利用者を雇用した通常の事業所の事業主を訪問すること

により当該利用者の職場での状況を把握するよう努めるとともに、１回以

上、当該事業主に対し電話等により当該利用者の職場での状況を把握する

よう努めること。 

 (2) 前号の期間以外の期間 １月に１回以上、当該利用者に対して対面又は

テレビ電話装置等を用いる方法その他の対面に相当する方法により行うと

ともに、１月に１回以上、当該利用者を雇用した通常の事業所の事業主を訪

問することにより当該利用者の職場での状況を把握するよう努めること。 

 

 

 

 

第44条～第194条の７ ［略］ 

（職場への定着のための支援等の実施） 

第194条の８ ［略］ 

２ 指定就労定着支援事業者は、利用者に対して、次の各号に定める期間の区分

に応じ、当該各号に定めるところにより、前項の支援を提供しなければならな

い。 

(1) 就労定着支援の提供を開始した日から１月以内 次のとおりとする。 

ア １回以上、当該利用者に対して対面又はテレビ電話装置等を用いる方法

その他の対面に相当する方法により行うとともに、１回以上、当該利用者

に対して電話等により行うよう努めること。 

イ １回以上、当該利用者を雇用した通常の事業所の事業主を訪問すること

により当該利用者の職場での状況を把握するよう努めるとともに、１回以

上、当該事業主に対し電話等により当該利用者の職場での状況を把握する

よう努めること。 

(2) 前号の期間以外の期間 １月に１回以上、当該利用者に対して対面又は

テレビ電話装置等を用いる方法その他の対面に相当する方法により行うと

ともに、１月に１回以上、当該利用者を雇用した通常の事業所の事業主を訪

問することにより当該利用者の職場での状況を把握するよう努めること。 

第194条の９～第211条 ［略］ 
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「別紙１」 

長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

 （委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

 （委任） 

第212条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
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「別紙２」 

長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」とい

う。）第３４条の１６第１項の規定に基づき、本市における家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号。以下「省令」という。）

の定めるところによる。 

 

 （家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条から第８条までに定めるもののほか、家庭的保育事業等の設備及び

運営に関する基準は、省令に定める基準（省令第８条、第１７条第４項及び第

２６条に規定する基準を除き、省令の改正に際し定められた経過措置に規定す

る基準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、省令第４３条第５号中「、調理室」とあるのは、「、

医務室、調理室」とする。 

 （職員の一般的要件） 

第４条 家庭的保育事業所等の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性及び倫

理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者でなければならない。 

２ 家庭的保育事業等において利用乳幼児の保育に従事する職員は、できる限り

児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者でなければならない。 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）

第34条の16第１項の規定に基づき、本市における家庭的保育事業等の設備及

び運営に関する基準（以下「最低基準」という。）を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

 

 

第３条～第８条の３ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

（職員の一般的要件） 

第９条 家庭的保育事業所等の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性及び倫

理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者でなければならない。 

２ 家庭的保育事業等において利用乳幼児の保育に従事する職員は、できる限り

児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者でなければならない。 

第10条～第17条 ［略］ 
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「別紙２」 

長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

 （利用乳幼児及び職員の健康診断） 

 

 

第５条 家庭的保育事業等の職員の健康診断に当たっては、特に利用乳幼児の食

事を調理する者について綿密な注意を払うとともに、当該調理する者に対し毎

月１回以上の検便を行わなければならない。 

 

 （職員） 

 

第６条 家庭的保育事業を行う場所には、嘱託歯科医を置くよう努めなければな

らない。 

 ２ 前項の規定は、次に掲げる場所について準用する。 

  ⑴ 小規模保育事業所Ａ型 

  ⑵ 小規模保育事業所Ｂ型 

  ⑶ 小規模保育事業所Ｃ型 

  ⑷ 保育所型事業所内保育事業所 

  ⑸ 小規模型事業所内保育事業所 

 

 

 （保護者への説明） 

第７条 家庭的保育事業者は、保育する乳幼児の保護者に対し、当該家庭的保育

事業者の保育方針について説明しなければならない。 

（利用乳幼児及び職員の健康診断） 

第18条 ［略］ 

２・３  ［略］ 

４ 家庭的保育事業等の職員の健康診断に当たつては、特に利用乳幼児の食事を

調理する者について綿密な注意を払うとともに、当該調理する者に対し毎月１

回以上の検便を行わなければならない。 

第19条～第23条 ［略］ 

（職員） 

第24条 ［略］  

２ 前項に規定するもののほか、家庭的保育事業を行う場所には、嘱託歯科医を

置くよう努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

３・４ ［略］ 

第25条・第26条  

（保護者への説明等） 

第27条 家庭的保育事業者は、保育する乳幼児の保護者に対し、当該家庭的保育

事業者の保育方針について説明しなければならない。 
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「別紙２」 

長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

２ 家庭的保育事業者は、常に保育する乳幼児の保護者と密接な連絡をとり、保

育の内容等について、当該保護者の理解及び協力を得るよう努めなければなら

ない。 

３ 前２項の規定は、前条第２項各号に掲げる事業について準用する。 

 （暴力団員等の排除） 

第８条 家庭的保育事業者（その者が法人であるときは、その役員）及び家庭的

保育事業の管理者は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）

第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）

であってはならない。 

２ 家庭的保育事業の実施に当たっては、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に

規定する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならな

い。 

３ 前２項の規定は、第６条第３項各号に掲げる事業について準用する。 

 

 （委任） 

第９条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

２ 家庭的保育事業者は、常に保育する乳幼児の保護者と密接な連絡をとり、保

育の内容等について、当該保護者の理解及び協力を得るよう努めなければなら

ない。 

 

 （暴力団員等の排除） 

第28条 家庭的保育事業者（その者が法人であるときは、その役員）及び家庭的

保育事業の管理者は、長崎市暴力団排除条例（平成24年長崎市条例第59号）第

12条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（次項において「暴力団員等」とい

う。）であつてはならない。 

２ 家庭的保育事業の実施に当たつては、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に

規定する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならな

い。 

 

第29条～第51条 ［略］ 

（委任） 

第52条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
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「別紙３」 

長崎市婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という。）

第６５条第１項の規定に基づき、本市における婦人保護施設の設備及び運営に

関する基準を定めるものとする。 

 

 （婦人保護施設の設備及び運営に関する基準） 

第２条 次条から第６条までに定めるもののほか、婦人保護施設（売春防止法（昭

和３１年法律第１１８号）第３６条に規定する婦人保護施設をいう。以下同

じ。）の設備及び運営に関する基準は、婦人保護施設の設備及び運営に関する

基準（平成１４年厚生労働省令第４９号。以下「省令」という。）に定める基

準（省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、省令第１４条第４項中「感染症」とあるのは、「感染

症又は食中毒」とする。 

 （基本方針） 

 

第３条 婦人保護施設は、入所者の人権に十分配慮するとともに、一人一人の人

格を尊重して、その運営を行わなければならない。 

 

 （職員） 

 

 

第４条 婦人保護施設は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確

（趣旨） 

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」とい

う。）第65条第１項の規定に基づき、本市における婦人保護施設の設備及び

運営に関する基準（第３条において「最低基準」という。）を定めるものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本方針） 

第２条 ［略］ 

２ 婦人保護施設は、入所者の人権に十分配慮するとともに、一人一人の人格

を尊重して、その運営を行わなければならない。 

第３条～第７条 ［略］ 

（職員） 

第８条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 婦人保護施設は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保
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「別紙３」 

長崎市婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 比較表 

改正案 現 行 

保しなければならない。 

 

 （秘密保持等） 

第５条 婦人保護施設の職員は、正当な理由なく、その業務上知り得た入所者又

はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 婦人保護施設は、職員であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た

入所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 （暴力団員等の排除） 

第６条 婦人保護施設の設置者（その者が法人であるときは、その役員）及び施

設長は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に

規定する暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）であって

はならない。 

２ 婦人保護施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又は

暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 

 （委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

しなければならない。 

第９条 ［略］ 

 （秘密保持等） 

第10条 婦人保護施設の職員は、正当な理由なく、その業務上知り得た入所者

又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 婦人保護施設は、職員であつた者が、正当な理由なく、その業務上知り得

た入所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 （暴力団員等の排除） 

第11条 婦人保護施設の設置者（その者が法人であるときは、その役員）及び

施設長は、長崎市暴力団排除条例（平成24年長崎市条例第59号）第12条に規

定する暴力団員又は暴力団関係者（次項において「暴力団員等」という。）

であつてはならない。 

２ 婦人保護施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又

は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

第12条～第19条 ［略］ 

（委任） 

第20条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
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